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2 － 2 － 2　評価結果

【中間評価結果の要旨】

プロジェクトは全体としておおむね計画に沿って順調に進行している。しかしながら効率性

については、モニタリングチームの採取した試料を化学分析チームが分析することとなってい

るが、モニタリングチームの試料採取計画と化学分析チームの試料分析計画との整合が十分と

れていないことや、環境影響評価報告書の審査技術向上のための具体的な訓練計画ができてい

ないことなどから、あまり高いとはいえない。

目標達成度については、プロジェクト後半で予定されている予備トレーナーズトレーニング

計画（C ／ P が他のMGB 職員をトレーナーとして教育する訓練）において、C ／ P の技術レベ

ルが他のMGB 技術職の訓練を開始できるレベルにまで向上しており、トレーニング用の教材

（トレーニングマテリアル）もほぼ順調に整備されつつあることから、中間評価時点での目標

をおおむね達成している。

インパクトはターゲットグループのプロジェクトに対する積極的な取り組みの姿勢がみられ、

高い正の効果があるといえる。また、フィリピンでは鉱山公害が毎年発生し続けており社会的

関心も引き続き高いことから、プロジェクトは十分な妥当性がある。自立発展性については、

MGB 側からの資金、人材、資機材の安定供給にやや難があるため将来的な見通しは必ずしも

明確でないが、MGB 側の鉱山環境管理技術向上に対する意識が高いことから、フィリピン側

の資金、人材の供給がうまく機能すれば、将来的に大きく発展する可能性はある。

【評価 5 項目の評価結果】

（1）効率性

投入はこれまで計画に沿っておおむね順調に行われてきたが、以下のような点において効

率性に問題がみられた。

1）C ／ P 技術力評価方法の不明確さ

C ／ P の技術力向上の評価方法として、これまで各専門家は講義や実習の出席率、レポー

ト作成、試験等の様々な方法を試行してきたが、これまでのところ統一された評価方法及び

評価基準が定められていない。このため C ／ P の技術習得状況が十分に把握されておらず、

プロジェクトの効率的な運営が十分ではない。

2）化学分析 C ／ P における訓練計画の効率性

昨年 10 月からモニタリングチームによって現場調査が開始され、水質試料の分析も並行

して開始された。採取された試料はすべて化学分析C ／ P によって分析される計画になって

おり、化学分析 C ／ P の訓練時間の多くが数多くの試料の分析に費やされている。プロジェ

クト後半では現在の水質試料に加えて、土壌、河川底質試料が新たに追加されることから、今
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後化学分析C ／ P が試料処理のルーチンワークに追われ、新たな分析技術の習得に必要な時

間の確保が困難になることが予想される。数多くの試料の迅速な処理も訓練の 1 つと考える

こともできるが、プロジェクトの限られた時間内で効率的にC ／ P の訓練を押し進めるため

には、ルーチンワークと新たな分析技術の習得とのバランスを考慮した訓練計画の見直しが

必要である。

3）試料準備室の確保及び供与機材の効率的活用

これまでプロジェクトではMGB に試料準備室の提供を要求してきたが、いまだに確保で

きていない。試料準備室はモニタリング機材、採取試料、試料ビン等の保管場所及び採取試

料の前処理、試料ビンの洗浄等の多目的な利用を想定した場所である。この試料準備室がな

いため、モニタリング機材は分散されて保管されており、モニタリング調査準備においても

非効率的な活動を余儀なくされている。また、機材紛失の可能性も高い状況にある。このよ

うな状況に対し、MGB は本年 3 月までに試料準備室を提供することを約束している。

JICA 供与機材のうち、フレームレス原子吸光装置とイオンクロマトグラフの各 1 台がこれ

までほとんど使用されていない状況にある。供与機材の効率的な使用を考慮し、化学分析C

／ P の訓練計画の見直しが必要である。

（2）目標達成度

C ／ P の予備トレーナーズトレーニングはプロジェクト後半の主要な活動のひとつである。

これまでC ／ P の技術レベルはほぼ順調に向上しており、現状では他のMGB 技術職員に対し

て基本的なトレーナーズトレーニングを開始できる状況にある。また、トレーニングに使用

される教材もトレーナーズトレーニング開始に向けて整備されつつあることから、中間評価

時点での目標達成度はおおむね満足できる水準にある。

（3）インパクト

C ／ P からのヒアリング、セミナー・シンポジウム参加者へのアンケート結果等によれば、

プロジェクトによるインパクトはすべて正のものであり、具体的には以下のような事項があ

げられる。

1）鉱山環境管理に係る基本知識の提供

セミナー及びシンポジウムにはMGB 職員だけでなく、関連機関、民間鉱山会社等が参加

している。これらの参加者へのアンケート結果及び C ／ P からのヒアリング結果によれば、

セミナー及びシンポジウムは鉱山環境管理に必要な基本知識の習得に有効であったとしてい

る。

2）高レベルの環境モニタリング技術
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C ／ P の現場測定技術及び化学分析技術は、JICA から供与された最新鋭の機器と専門家の

指導の下で大きく進歩している。

3）鉱山環境管理におけるMGB の信頼性の向上

プロジェクトは 2000 年 7 月に全国紙及び地方紙を併わせた 5 紙にその内容が掲載されてい

る。これらはいずれも、JICA の協力によりMGB が鉱山環境管理能力強化へ取り組んでいる

ことを好意的に記載しており、国民にMGB の鉱山環境管理への積極的な取り組みを印象づ

ける形となっている。

（4）妥当性

1996 年のマーカッパー社の廃さい流出事故以来、行政及び国民は鉱山鉱害にきわめて神経

質になっている。しかしながら、鉱山鉱害は引き続き発生しており、鉱山・選鉱場からの汚染

の防止は現時点においてもフィリピンにおける重大な関心事である。したがって、本プロジェ

クトの妥当性は依然として高いといえる。

（5）自立発展性

地域事務所を含むMGB 全体の鉱山環境管理技術レベルは、本プロジェクト終了後も引き続

き向上していくことが予想される。しかしながら、MGB が鉱山環境管理能力の向上を図るう

えで必要な資金及び人材等の適切な投入の持続性については問題が残るため、現状では自立

発展性については必ずしも高いとはいえない状況にある。しかしながら、不確定責任・再生基

金（CLRF: Contingent Liability and Rehabilitation Fund）が十分に機能し活用されれば、将

来的な鉱山環境管理計画を維持・発展させるための資金・人材面での投入が安定的に継続さ

れる可能性もあり、その際には自立発展性は高いものになると考えられる。

注）不確定責任・再生基金（CLRF）：CLRF は鉱業法により定められ、鉱山再生基金（MRF:

Mine Rehabilitation Fund）及び廃さい尾鉱料の形態をとり、環境預金として鉱業活動の影

響を受けた地域及び社会の再生資金及び鉱山鉱害防止のための技術調査等の資金として使

用される。

2 － 2 － 3　結論

プロジェクトはこれまで計画に沿っておおむね順調に進行している状況にある。残されたプ

ロジェクト期間内に、専門家から C ／ P への技術移転は計画どおり達成されるものと考えられ

る。しかしながら、プロジェクトの自立発展性については、フィリピン側の予算及び人材の配

分が継続的に実施されるかどうかによるところが大きいと考えられる。
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2 － 2 － 4　提言

本プロジェクトの提言として以下のような事項があげられる。

1. C ／ P の能力評価のための適切な方法を策定する必要がある。

2. モニタリングデータは各モニタリング実施後、速やかに現場あるいは講義室において整理・

解析することが必要である。データの整理・解析手法としては、水平分布図の作成、流量－

濃度相関図、調査項目間の相関分析等の基本的な手法を用いて C ／ P の理解を深め、C ／ P

のモニタリング調査に対する意識の高揚を図ることが必要である。

3. ISO 14000 シリーズ等を参考として、化学分析ラボの管理システムを見直すことが必要で

ある。特に、有毒物質の隔離は早急に実施すべきである。また、ラボ廃棄物の処理について

も留意することが必要である。

4. 化学分析C ／ P のモニタリング試料処理量を減らし、C ／ P が新しい技術を学ぶ時間をよ

り多く確保することが必要である。

5. 環境影響評価報告書の評価技術向上のための具体的な訓練計画を策定することが必要であ

る。

6. 地下水汚染に関する訓練計画を導入することが必要である。

2 － 2 － 5　教訓

本プロジェクトは積極型環境保全協力（プロジェクト方式技術協力）のスキームで、フィリピ

ン側へのプロジェクトの提案から比較的短期間のうちにプロジェクトが開始された。このよう

な迅速なプロジェクトの開始はフィリピン側の鉱山鉱害対策の緊急性と合致したものであった。

プロジェクトの迅速な開始は、緊急性を要する問題を抱える途上国への協力においてきわめ

て有効である。反面、積極型プロジェクトといえども相互の理解を深めるための十分な話し合

いと、プロジェクトの計画内容を吟味するための十分な時間の確保が必要である。
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